
改 正 後 改 正 前

変換することの
ない権利が消滅
した場合

別表３

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表

別表３

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

◯１ 国、地方公共
団体、独立行政
法人都市再生機
構又は地方住宅
供給公社が次に
掲げる事業の用
に供するため・
・・・・

�イ ・・・・・
�ロ 大都市地域
住宅等供給促
進法による住
宅街区整備事
業、都市再開
発法による第
一種市街地再
開発事業又は
密集市街地に
おける防災街
区の整備の促
進に関する法
律による防災
街区整備事業

�イ ・・・・・、
独立行政法人都
市再生機構又は
地方住宅供給公
社で当該事業の
施行者でないも
のが買取りをす
る場合には、・
・・・・

�ロ ・・・・・
Ａ ・・・・・
Ｂ ・・・・・
当該土地等が
大都市地域住
宅等供給促進
法第２８条第３
号《定義》に
規定する施行
区域内の土地
等、都市再開
発法第６条第
１項《都市計
画事業として

・・・

・・・
・・・

・・・・ ※１ ・・・・
・国、地方公
共団体及び独
立行政法人都
市再生機構以
外の者が・・
・・・。

※２ ・・・。

◯１ 国、地方公共
団体、都市基盤
整備公団、地方
住宅供給公社又
は地域振興整備
公団が次に掲げ
る事業の用に供
するため・・・
・・
�イ ・・・・・
�ロ 大都市地域
住宅等供給促
進法による住
宅街区整備事
業又は都市再
開発法による
第一種市街地
再開発事業と
して行う公共
施設の整備改
善、共同住宅
の建設又は建
築物及び建築
敷地の整備に

�イ ・・・・・、
都市基盤整備公
団、地方住宅供
給公社又は地域
振興整備公団で
当該事業の施行
者でないものが
買取りをする場
合には、・・・
・・

�ロ ・・・・・
Ａ ・・・・・
Ｂ ・・・・・
当該土地等が
大都市地域住
宅等供給促進
法第２８条第３
号《定義》に
規定する施行
区域内の土地
等又は都市再
開発法第６条
第１項《都市
計画事業とし

・・・

・・・
・・・

・・・・ ※１ ・・・・
・国、地方公
共団体及び都
市基盤整備公
団以外の者が
・・・・・。

※２ ・・・。

９４
―

―
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として行う公
共施設の整備
改善、共同住
宅の建設又は
建築物及び建
築敷地の整備
に関する事業

施行する市街
地再開発事
業》に規定す
る施行区域内
若しくは・・
・・・都市計
画（以下「都
市計画」とい
う。）に・・
・・・同条第
２項に規定す
る地区《都市
再開発方針》
として定めら
れた地区内の
土地等又は密
集市街地にお
ける防災街区
の整備の促進
に関する法律
第１１７条第３
号に規定する
施行区域内若
しくは都市計
画に同法第３
条第１項第１
号に規定する
防災再開発促
進地区として
定められた地
区内の土地等
であり、・・
・・・

関する事業 て施行する市
街地再開発事
業》に規定す
る施行区域内
若しくは・・
・・・都市計
画に・・・・
・同条第２項
に規定する地
区《都市再開
発方針》とし
て定められた
地区内の土地
等であり、・
・・・・

��２の２ 密集市街地 同 上 同 上 措置法３４ （新 設）

９５
―

―
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改 正 後 改 正 前

における防災街
区の整備の促進
に関する法律に
よる防災街区整
備事業の都市計
画法第５６条第１
項に規定する事
業予定地内の土
地等が、同項の
規定に基づいて、
当該防災街区整
備事業を行う密
集市街地におけ
る防災街区の整
備の促進に関す
る法律第１３６条
第２項の認可を
受けて設立され
た防災街区整備
事業組合に買い
取られる場合

条２項２
号の２
措置法規
則１７条１
項２号

��３の２ 都市緑地法
第１７条第１項又
は第３項・・・
・・

・・・・・ ・・・ ・・・・ ※ 緑地管理機
構が買い取る
場合は、都市
緑地法第１７条
第２項の規定
に基づき・・
・・・。

��３の２ 都市緑地保
全法第８条第１
項又は第３項・
・・・・

・・・・・ ・・・ ・・・・ ※ 緑地管理機
構が買い取る
場合は、都市
緑地保全法第
８条第２項の
規定に基づき
・・・・・。

��３の４ 航空法第４９
条第４項《物件
の制限等》（同

・・・・・ ・・・ ・・・・ ��３の４ 航空法第４９
条第４項《物件
の制限等》（同

・・・・・ ・・・ ・・・・

９６
―

―
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法第５５条の２第
２項《国土交通
大臣の行う飛行
場等の設置又は
管理》において
準用する場合を
含む。）の規定
より買い取られ
る場合

法第５５条の２第
２項《国土交通
大臣の行う飛行
場等の設置又は
管理》及び第５６
条《新東京国際
空港等の設置又
は管理》におい
て準用する場合
を含む。）の規
定より買い取ら
れる場合

◯４ ・・・・・ ・・・・・ ・・・ ・・・・ ※ ・・・・・
国、地方公共
団体及び独立
行政法人都市
再生機構以外
の者が・・・
・・。

◯４ ・・・・・ ・・・・・ ・・・ ・・・・ ※ ・・・・・
国、地方公共
団体及び都市
基盤整備公団
以外の者が・
・・・・。

◯６ ・・・・・《集
団移転促進事業
計画の策定等》
の同意を得た同
項に規定する・
・・・・

・・・・・ ・・・ ・・・・ ◯６ ・・・・・《集
団移転促進事業
計画の策定等》
の承認を受けた
同項に規定する
・・・・・

・・・・・ ・・・ ・・・・

別表４

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表

別表４

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表

区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考 区 分 内 容 発行者 根拠条項 備 考

◯１ 地方公共団体
（地方公共団体

・・・・・、地方
公共団体（地方公

・・・ ・・・・ ※１ ・・・・
・国、地方公

◯１ 地方公共団体
（地方公共団体

・・・・・、地方
公共団体（地方公

・・・ ・・・・ ※１ ・・・・
・国、地方公

９７
―

―




